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海上自衛隊部内通信教育実施要領について（通達） 

標記について、別紙のとおり定め、平成６年度の部内通信教育から実施する。 

なお、海上自衛隊通信教育実施要領について（通達）（海幕教１第5193号。41．10．31）

は、平成６年３月31日限り廃止する。ただし、平成６年３月31日以前に開始され、平成６

年４月１日以降に終了する通信教育については、従前の例によるものとする。 

添付書類：別紙 

海上自衛隊部内通信教育実施要領 

１  趣旨 

この実施要領は、部内通信教育について、必要な事項を定める。 

２  用語の定義 

この通達において用いる用語の意義は、次の各号に示すとおりとする。 

（１） 「部内通信教育」とは、海上自衛隊の学校において実施する通信教育をいう。 

（２） 「部隊等」とは、海上幕僚監部並びに海上自衛隊の部隊及び機関（海上幕僚長の監 



 督を受ける自衛隊地区病院を含む。）をいう。 

（３） 「海上自衛隊員」とは、海上自衛官及び部隊等に勤務する自衛官以外の隊員をいう。 

（４） 「受講者」とは、部内通信教育を受ける海上自衛隊員をいう。 

（５） 「担当学校」とは、海上自衛隊の学校のうち、部内通信教育の課目別担当に指定さ 

 れた学校をいう。 

（６） 「所属長」とは、付表第１に示す者をいう。 

 なお、部隊等以外に勤務する海上自衛官については、これに準ずる文書発簡権者と 

 する。 

（７） 「対象者」とは、受講を志願する者の対象範囲をいう。 

（８） 「通信教育用教材」とは、部内通信教育の教育内容について、受講者の学習の準拠 

 又は補助として使用されるテキスト、参考書、問題集その他の教材をいう。 

３  部内通信教育の目的 

部内通信教育は、通信の方法により海上自衛隊員に対し勤務の余暇を利用して職務遂

行上必要な知識を修得させることを目的とする。 

４  部内通信教育の課目等 

部内通信教育の課目、担当学校、教育内容等は、別に定めるもののほか付表第２のと

おりとする。 

５  担当学校の長の責任 

付表第２に定める担当学校の長は、各担当課目の部内通信教育について、教育開始日

の３か月前までにそれぞれ受講志願に必要な事項を部隊等に通知し、受講者を選考し、

教育を実施する。 

６  部内通信教育の志願 

（１） 部内通信教育の受講を志願する者は、付紙様式による部内通信教育志願票（以下「志 

 願票」という。）に所要事項を記入し、所属長に提出する。 

（２） 所属長は、提出された志願票に所見を付し、教育開始日の45日前までに当該課目担 

 当学校の長に送付する。 

（３） 部内通信教育の受講を志願する者は、２か月以上重複する２課目以上を志願するこ 

 とはできない。 

７  受講者の選考 

担当学校の長は、送付された志願票により、付表第２に定める対象者を基準として選

考の上受講者を決定し、その結果を教育開始日の20日前までに受講者の所属する所属長

を通じて本人に通知する。 

８  実施の基準 

（１） 受講者は、担当学校の長から配布された部内通信教育用教材に基づいて自習する。 

（２） 受講者は、教育期間中担当学校の長の定める課題に対する答案を作成し、提出する。 

（３） 担当学校の長は、課題答案に対し、添削結果、模範解答又は所要の解説等を受講者 

 に送付する。 



（４） 担当学校の長は、教育の徹底を図るため巡回講習を実施することができる。 

（５） 所属長は、巡回講習、その他の通信教育の円滑な実施のために、担当学校の長に協 

 力するものとする。 

９  評価 

（１） 評価は、教育期間中の適当な時期に、担当学校の長所定により実施する。 

（２） 担当学校の長は、試験を実施する必要があると認めた場合、実施要領を定めて受講 

 者の所属する所属長に通知し、試験の実施を委任することができる。 

10  修了者の認定及び表彰 

（１） 担当学校の長は、部内通信教育終了後、教育期間中の評価を総合して修了者を認定 

 し、修了者に対し、当該課目の部内通信教育修了書を授与する。 

（２） 担当学校の長は、修了者のうち特に成績が優秀であって他の模範となる者に対し優 

 等賞状を授与することができる。 

（３） 修了者については、勤務記録表及び勤務記録表抄本に記載する。 

11  受講中止及び次期編入 

（１） 心身の故障その他やむを得ない理由により受講を継続できない者は、受講中止又は 

 次期編入を所属長を経由して担当学校の長に申請するものとする。ただし、次期編入 

 は１回限りとする。 

（２） 部内通信教育の受講を完了して修了者の認定を受けなかった者は、前号に準じ次期 

 編入を申請することができる。 

（３） 前各号の申請に基づき、担当学校の長は、受講中止又は次期編入者を決定し、所属 

 長を通じて本人に通知する。 

（４） 前各号のほか、担当学校の長は、受講状況により受講の継続が困難と認められる者 

 については、所属長を通じて必要な勧告又は受講中止の措置を講ずることができる。 

12  志願票の記載事項変更 

（１） 受講者は、志願票記載事項中、所属欄の変更がある場合、その旨を、現所属長を経 

 由して、速やかに担当学校の長及び新所属長に通報する。 

（２） 受講者は、志願票記載事項中、階級及び氏名の変更がある場合、その旨を、速やか 

に担当学校の長に通報する。 

13  報告 

担当学校の長は、部内通信教育開始及び終了の都度、速やかに次の各号に掲げる報告

書２部を提出するものとする。 

（１） 部内通信教育開始報告 

 ア  回次・課目名及び教育期間 

 イ  受講者名簿（前期からの編入者を別に示す。） 

 ウ  教育計画に関する特記事項（教育方針、テキストの改定、その他の重要事項） 

（２） 部内通信教育終了報告 

 ア  回次・課目名及び教育期間 



 イ  経過の概要 

 ウ  修了者等名簿（修了者、次期編入者及び受講中止者その他） 

14  その他 

（１） 部隊等の長は、業務等に支障のない範囲で、所属隊員に巡回講習を聴講させること 

 ができる。 

（２） この通達の実施に関し必要な細部事項は、それぞれ担当学校の長が定める。 

付表第１ 

所 属 長 の 標 準 

項 隊員 所属長 

１ 部隊等の長 直近上位の部隊等の長 

２ 海幕に勤務する隊員 
各部長、監察官、首席法務官、首席衛生

官及び各課長のうち直近上位の者 

３ 

自艦隊・護艦隊・空団・潜艦隊・教空団・

練艦隊・シ通群・海洋対潜群・各護群・訓

指群・掃群・各空群・各潜群・情報群・開

発群・各教空群の司令部及び補本に勤務す

る隊員 

部隊等の長、幕僚長、首席幕僚及び 

各部長のうち直近上位の者 

４ 各総監部に勤務する隊員 総監及び各部長のうち直近上位の者 

５ 

自艦隊・空団・潜艦隊・教空団の直轄部隊

及び各地隊・練艦隊・シ通群・海洋対潜群・

各護群・訓指群・掃群・各空群・各潜群・

情報群・開発群・各教空群の各隊（所）に

勤務する隊員（11の項の隊員を除く。） 

隊（所）の長 

６ 

自艦隊・護艦隊・各地隊・練艦隊・海洋対

潜群・各護群・掃群・各潜群・開発群の直

轄自衛艦及び各護隊・各潜隊・１輸隊・１

海補隊・１海支隊・１観隊・１音隊・１練

隊・１練潜隊の自衛艦に勤務する隊員 

自衛艦の長 

７ 
警務隊・潜医隊・印刷隊・東音・業務隊に

勤務する隊員（11の項の隊員を除く。） 
隊の長 

８ 各学校に勤務する隊員 
学校長、各部長及び各隊長のうち直 

近上位の者 

９ 艦補処・空補処及び総支処に勤務する隊員 処長及び各部長のうち直近上位の者 

10 各病院に勤務する隊員 病院長及び各部長のうち直近上位の者 

11 
船保監分・各警務・横潜訓分・呉掃支分・

各警分・各基分・船基業分遣・仮磁所・各
隊（所）の長 



警所・南空派に勤務する隊員 

注：２～11の項の隊員から部隊等の長は除く。 

付表第２ 

 

付紙様式 

 



記   入   要   領 

 

１  「期別」の欄は、幹部のみ記入する。 

２  各欄ごとの記入要領 

（１）学 歴 ：最終学歴を記入する。 

            記入例  高校、法大法学部、防大54期（航空宇宙） 

（２）期 別 ：一般幹部候補生、飛行幹部候補生及び幹部予定者各課程の期を記入する。 

公募幹部については相当期を記入する。 

               記入例  10幹候、10飛幹候、10部内幹候、10幹予、公募（10幹候相当） 

（３）特 技 ：特技番号を記入する。 

               部内及び予定者課程の出身の幹部は、海曹時の特技を（ ）内に記入する。 

（４）電話番号：内線番号又は定係港の艦艇固定番号を記載する。 

        連絡の手段が外線しかない場合は、外線番号を記載する。 

        記入例 8-49-0000、046-000-0000（内線） 

（５）メールアドレス：（ ）内に情報システムを記載する。 

（６）特記事項：海外勤務、長期行動、転出等、教材の送付及び教官からの連絡に影響を 

及ぼす事項について判明している場合、その時期及び内容等を記載する。 


